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 （単位：百万円）
科　目 2019年度

当 期 未 処 分 剰 余 金
剰 余 金 処 分 額
普通出資に対する配当金
特 別 積 立 金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

892
612
62
550
280

2018年度
955
662
62
600
293

　お客さまからお預けいただいたご預金は、お客さまの幅広いニーズにお応えする商品をそろえ、地元の中小企業・個人事業主
ならびに個人の皆様方にご提供しています。

地域への資金供給の状況

貸借対照表

業務ハイライト

貸出金使途別残高 貸出金業種別残高

（注）記載金額はそれぞれ単位未満を切捨てて表示しております。

運転資金
1,357億円
39.9%

住宅ローン
1,025億円
30.2%

事業者
事業資金の内、
県市町村制度融資
108億円

個人

設備資金
642億円
18.8%

合計
3,409億円

 （単位：百万円）

負債の部

純資産の部

預 金 積 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

資産の部
科　目 2019年度

737,180
722
2

1,895
336
17
534
351
59
42
－

279
488

741,910

3,125
42,740
45,866
△ 105
639
534

46,401
788,311

6,050
158,654

999
0

272,779
340,947

97
5,307
5,874
229
650
488

△ 3,768
788,311

現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計

剰余金処分計算書

2018年度

745,943
867
－

2,507
335
16
800
319
51
50
862
296
651

752,701

3,113
42,203
45,317
4,382
687
5,069
50,386
803,088

6,256
164,068

343
0

289,709
332,649

498
5,642
6,637
288
－

651
△ 3,658
803,088

 （単位：百万円）
科　目 2019年度

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
土地再評価差額金取崩額
当 期 未 処 分 剰 余 金

損益計算書

9,214
7,765
993
355
99

8,423
214
740
75

6,550
843
790
309
292
806
122
132
254
552
293
47
892

2018年度
9,221
7,614
899
429
277
8,316
290
755
20

7,045
206
904
－

191
712
△ 85
147
61
650
266
38
955

財務諸表

消費者ローン
86億円 2.5%

その他
46億円 1.3%

地方公共団体
250億円 7.3%

（注）記載金額はそれぞれ単位未満を切捨てて表示しております。　2020年3月末

製造業
511億円
15.0% 建設業

237億円 7.0%

卸売・小売業
226億円 6.6%

不動産業
401億円
11.8%

金融・保険業
230億円 6.7%

各種サービス業
289億円 8.5%

地方公共団体
250億円
7.3%

個人
1,158億円
34.1%

その他
103億円 3.0%

合計
3,409億円

SDGsへの取組

SDGsとは

当金庫の重点取組項目

　SDGs（Sustainable Development Goals：エス
ディージーズ）とは、2015年9月の国連サミットで採
択された「持続可能な開発目標」です。「誰も置き去り
にしない」という基本理念の元、2030年までに達成を
目指す世界共通の目標として、17のゴールと169の
ターゲットが定められています。この目標達成に向け
て、政府だけでなく、自治体や企業、諸団体、個人一人
ひとりに役割があり、それぞれが協力・連携することが
求められています。

　当金庫は、お客さまと地域社会との絆を大切に、三者が共に栄える「三方よし」の経営方針とスローガン「いっしょに あした
へ」の実践に向け、国際連合が提唱するSDGs（持続可能な開発目標）への取組みを通じ、これまで以上に社会的課題解決と
持続可能な社会の実現に努めて参ります。

大垣西濃信用金庫SDGs宣言

8 働きがいも経済成長も
　個人の生活の課題、事業者の経営上の課題など、地域のお客さまが抱える課題に真摯に向き合い、
お客さまの課題を共有し、一緒になって解決策を考える「課題解決型営業」を展開して参ります。
　●取組実績
・金融商品のご提案による資産形成サポート
・相談プラザ「オアシス林町出張所・北方ローンセンター」の運営
・「だいしんセミナー」の開催による情報発信

9 産業と技術革新の基盤をつくろう
　AIやFinTechなどの技術を活用して、質が良く利便性の高い金融サービスの提供を図ることによ
り、地域社会の繁栄に奉仕して参ります。
　●取組実績
・「メルペイ」との即時口座振替サービス連携
・電子決済等代行業者とのＡＰＩ連携
・「だいしんスマートアプリ」の取扱

11 住み続けられるまちづくりを
　地域における様々な活動を通じて、お客さまと地域の課題解決に努め、活力にあふれる魅力的なま
ちづくりの実現に努めて参ります。
　●取組実績
・「街の美化運動」の実施
・「まちゼミ」の開催
・「地域活性化セミナー」の開催

17 パートナーシップで目標を達成しよう
　持続可能な社会の実現に向け、取引先企業、自治体及び諸団体との連携を図り、社会的課題の解決
に貢献して参ります。
　●取組実績
・大垣地域経済戦略推進協議会と連携した中小企業・小規模事業者支援
・岐阜大学と産官学連携協定
・日本政策金融公庫と連携した資金支援


